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(57)【要約】
【課題】低電圧で良好な画像表示を行うことができるプ
ラズマディスプレイパネルを提供すること。
【解決手段】それぞれの内表面に放電を発生させる電極
２４，３２が形成された一対の基板２１、３１が空間を
介して対向配置され、前記一対の基板２１、３１のうち
の一方の基板２１に形成された前記電極２４を覆う誘電
体層２６と前記誘電体層２６を覆う保護膜２７とを備え
、前記保護膜２７は、酸化カルシウム、酸化ストロンチ
ウム、酸化バリウム、希土類酸化物のいずれか、または
これらの混合物により形成され、前記保護膜２７が５ａ
ｔｍ％以上３０ａｔｍ％以下のタングステンを含有して
いる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　それぞれの内表面に放電を発生させる電極が形成された一対の基板が空間を介して対向
配置され、
　前記一対の基板のうちの一方の基板に形成された前記電極を覆う誘電体層と前記誘電体
層を覆う保護膜とを備え、
　前記保護膜は、酸化カルシウム、酸化ストロンチウム、酸化バリウム、希土類酸化物の
いずれか、またはこれらの混合物により形成され、
　前記保護膜が５ａｔｍ％以上３０ａｔｍ％以下のタングステンを含有していることを特
徴とするプラズマディスプレイパネル。
【請求項２】
　放電空間内に、ゲッター材が配置されている請求項１に記載のプラズマディスプレイパ
ネル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プラズマディスプレイパネルに関し、特に、放電特性に優れたプラズマディ
スプレイパネルに関する。
【背景技術】
【０００２】
　プラズマディスプレイパネル（ＰＤＰ）として代表的な交流面放電型プラズマディスプ
レイパネルは、対向配置された前面板と背面板との間に多数の放電セルが形成されている
という基本構成を有する。
【０００３】
　前面板は、ガラス製の前面基板とその内表面に形成された一対の走査電極と維持電極と
からなる表示電極と、それらを覆う誘電体層および保護膜を有する。ここで保護膜は、電
子放出を行って安定した放電を発生させるとともに、放電により発生したイオンが誘電体
層をスパッタして静電容量が変動し、放電特性が変化してしまうことを防止する。
【０００４】
　背面板は、ガラス製の背面基板とその内表面に形成されたデータ電極とそれを覆う誘電
体層と隔壁と蛍光体層とを有する。そして、表示電極とデータ電極とが立体交差するよう
に前面板と背面板とが対向配置されて密封され、内部の放電空間には放電ガスが封入され
る。表示電極とデータ電極とが対向する部分に放電セルが形成され、画像表示のための放
電を発生させる。
【０００５】
　プラズマディスプレイパネルでは、このように構成された各放電セル内でガス放電によ
り紫外線を発生させ、この紫外線によって放電セル内に塗布された赤、緑、青各色の蛍光
体を励起発光させてカラー表示を行っている。
【０００６】
　プラズマディスプレイパネルに用いられる保護膜としては、上記した、電子放出を行っ
て安定した放電を発生させるとともに誘電体層を保護するというその配置目的から、電子
放出特性やスパッタ耐性に優れた酸化マグネシウム（ＭｇＯ）が主に使用されてきた。そ
して、近年のプラズマディスプレイパネルの省電力化に対する要求に応え、ＭｇＯを用い
た保護膜でより低電力での安定した駆動を実現するために、例えば、ＭｇＯに所定濃度の
セリウム（Ｃｅ）を添加することで、保護膜中の禁制帯にＣｅに起因するエネルギー準位
を形成して２次電子放出特性と電荷保持特性の向上を図ることが提案されている（特許文
献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
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【特許文献１】特開２００９－３０１８４１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　上記した従来のプラズマディスプレイパネルは、ＭｇＯを主成分とする保護膜において
放電開始電圧を低減するという一定の効果があるものの、近年のエコロジーブームや液晶
ディスプレイなどの他の平板型画像表示装置との比較から強まっている、プラズマディス
プレイパネルへのさらなる省電力化の要請に十分に対応できているとは言えなかった。
【０００９】
　本発明はこのような現状に鑑みてなされたもので、低電圧で良好な画像表示を行うこと
ができるプラズマディスプレイパネルを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明のプラズマディスプレイパネルは、それぞれの内表面に放電を発生させる電極が
形成された一対の基板が空間を介して対向配置され、前記一対の基板のうちの一方の基板
に形成された前記電極を覆う誘電体層と前記誘電体層を覆う保護膜とを備え、前記保護膜
は、酸化カルシウム、酸化ストロンチウム、酸化バリウム、希土類酸化物のいずれか、ま
たはこれらの混合物により形成され、前記保護膜が５ａｔｍ％以上３０ａｔｍ％以下のタ
ングステンを含有していることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明のプラズマディスプレイパネルは、基板内表面に形成された電極を覆う誘電体層
をさらに覆う、酸化カルシウム、酸化ストロンチウム、酸化バリウム、希土類酸化物のい
ずれか、またはこれらの混合物により形成された保護膜が、５ａｔｍ％以上３０ａｔｍ％
以下のタングステンを含有している。このため、二次電子放出特性の高い材料を保護膜材
料として用いながら、大気中の水や二酸化炭素の吸着を抑えることができ、低電圧で良好
な画像表示を行うことができるプラズマディスプレイパネルを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の実施形態にかかるプラズマディスプレイパネルの概略構成を示す要部分
解斜視図である。
【図２】本発明の実施形態にかかるプラズマディスプレイパネルの、放電セルの構成を示
す断面図である。
【図３】タングステンの含有率の違いによる保護膜からのＨ2Ｏのガス脱離量を示す図で
ある。
【図４】タングステンの含有率の違いによる保護膜からのＣＯ2のガス脱離量を示す図で
ある。
【図５】本発明の実施形態にかかるプラズマディスプレイパネルと、比較例のプラズマデ
ィスプレイパネルとの放電特性を示す図である。
【図６】本発明の実施形態にかかるプラズマディスプレイパネルの応用例における放電セ
ルの構成を示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　本発明のプラズマディスプレイパネルは、それぞれの内表面に放電を発生させる電極が
形成された一対の基板が空間を介して対向配置され、前記一対の基板のうちの一方の基板
に形成された前記電極を覆う誘電体層と前記誘電体層を覆う保護膜とを備え、前記保護膜
は、酸化カルシウム、酸化ストロンチウム、酸化バリウム、希土類酸化物のいずれか、ま
たはこれらの混合物により形成され、前記保護膜が５ａｔｍ％以上３０ａｔｍ％以下のタ
ングステンを含有している。
【００１４】
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　上記本発明のプラズマディスプレイパネルは、基板内表面の誘電体層を覆う保護膜が５
ａｔｍ％以上３０ａｔｍ％以下のタングステンを含有している。このため、大気中の水や
二酸化炭素と反応しやすい、高い二次電子放出特性を有する酸化カルシウム、酸化ストロ
ンチウム、酸化バリウム、希土類酸化物のいずれか、またはこれらの混合物を保護膜材料
として用いた場合でも、保護膜に水や二酸化炭素が吸着することを効果的に抑制すること
ができ、低電圧で動作可能なプラズマディスプレイパネルを提供することが可能となる。
【００１５】
　上記本発明のプラズマディスプレイパネルにおいて、放電空間内に、ゲッター材が配置
されていることがより好ましい。このようにすることで、保護膜がタングステンを含んで
いるために低下する、パネル内の不要なガス成分を吸着する作用を補うことができる。
【００１６】
　以下、本発明のプラズマディスプレイパネルについて、図面を参照して説明する。
【００１７】
　図１は、本発明の実施形態にかかるプラズマディスプレイパネルの概略構成を示す要部
分解斜視図である。
【００１８】
　本実施形態のプラズマディスプレイパネル１０は、前面板２０と背面板３０とを空間を
介して対向配置し、周辺部を図示しない封着材を用いて封着することにより構成されてお
り、前面板２０と背面板３０との間に多数の放電セルが形成されている。
【００１９】
　前面板２０は、一方の基板であるガラス製の前面基板２１と、前面基板２１の内表面に
形成された走査電極２２と維持電極２３とからなる表示電極２４と、表示電極２４を覆う
誘電体層２６と、誘電体層を覆う保護膜２７とを有している。
【００２０】
　表示電極２４は、前面基板２１の内表面上に形成された一対の走査電極２２と維持電極
２３とからなっていて、前面基板２１上に互いに平行に複数本が形成されている。なお、
図１では、表示電極２４が、走査電極２２、維持電極２３、走査電極２２、維持電極２３
という順番に繰り返して形成されている例を示したが、表示電極２４は、走査電極２２、
維持電極２３、維持電極２３、走査電極２２というように、走査電極２２と維持電極２３
との順序が交互に異なるように形成されていてもよい。
【００２１】
　また、図１では、走査電極２２および維持電極２３が、それぞれ所定の幅を持った電極
パターンで構成されているように示しているが、走査電極２２と維持電極２３によって放
電セルからの発光を遮ることを避けるために、走査電極２２と維持電極２３とを、それぞ
れ透明導電膜を用いた透明電極と金属材料のバス電極の組み合わせとして構成することが
できる。また、走査電極２２と維持電極２３それぞれを、幅の狭い電極の対としてそれぞ
れ２本ずつ形成することもできる。
【００２２】
　表示電極２４上と電極が形成されていない前面基板２１の内表面上を覆うように、誘電
体層２６が形成され、誘電体層２６上には誘電体層２６を覆うように保護膜２７が形成さ
れている。
【００２３】
　背面板３０は、他方の基板であるガラス製の背面基板３１と、背面基板３１の内表面上
に形成されたデータ電極３２と、データ電極３２を覆うように形成された誘電体層３３と
、誘電体層３３上に形成された隔壁３４と、隔壁の表面に形成された蛍光体層３５とを有
している。
【００２４】
　背面基板３１上のデータ電極３２は、複数本が互いに平行に形成されている。そしてデ
ータ電極３２を覆う誘電体層３３上に、縦隔壁３４ａと横隔壁３４ｂとを有する井桁状の
隔壁３４が形成されている。さらに誘電体層３３の表面と隔壁３４の側面とに赤（Ｒ）、
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緑（Ｇ）、青（Ｂ）各色の蛍光体層３５が形成されている。なお、隔壁３４を縦隔壁３４
ａ横隔壁３４ｂとで格子状に構成すること、また、蛍光体としてＲＧＢの三色を用いるこ
とは、いずれも本実施形態のプラズマディスプレイパネル１０において必須の要件ではな
く、縦もしくは横方向のみの隔壁を用いることや、ＲＧＢ三色以外の色の蛍光体を用いる
こともできる。
【００２５】
　前面板２０と背面板３０とは、それぞれの内表面に形成された表示電極２４とデータ電
極３２とが略直交に立体交差するように対向配置され、表示電極２４とデータ電極３２と
が対向して交差する部分に放電セルが形成される。前面基板２１および背面基板３１にお
いて、放電セルが形成された部分が画像を表示する画像表示領域となり、図１では図示し
ない、画像表示領域を外側から囲む前面基板２１および背面基板３１の周縁部分が、低融
点ガラスの封着材により封着されている。前面板２０と背面板３０との間に形成された放
電空間には、放電ガスが封入されている。
【００２６】
　本実施の形態にかかるプラズマディスプレイパネル１０においては、保護膜２７として
酸化カルシウム（ＣａＯ）を主成分とする蒸着膜が用いられ、放電ガスとしてキセノン（
Ｘｅ）が２０％のＮｅ－Ｘｅ混合ガスが用いられている。また、一画素に相当する放電セ
ル一つの大きさは、縦５７６μｍ、横１６０μｍとしている。なお、その他の表示電極２
４、誘電体層２６、蛍光体層３５等の仕様は、一般的なプラズマディスプレイパネルのも
のと同様であるため詳細な説明は省略する。
【００２７】
　本実施形態にかかるプラズマディスプレイパネル１０では、保護膜２７として、酸化カ
ルシウム（ＣａＯ）を用いている。ＣａＯは、従来代表的な保護膜材料として用いられて
いるＭｇＯと比較して、部材自体の二次電子放出特性に優れているため、プラズマディス
プレイパネルの放電開始電圧を下げることができ、より低い消費電力での画像表示が可能
となることが期待されている。
【００２８】
　一方で、ＣａＯはＭｇＯと比較して活性に富むため、水（Ｈ2Ｏ）や大気中に存在する
二酸化炭素（ＣＯ2）と反応しやすい。例えば、保護膜２７を前面基板２１の誘電体層上
に蒸着形成した後に、前面板２０と背面板３０とを封着する封着工程などにおいて、保護
膜２７のＣａＯは、Ｈ2Ｏと反応して水酸化カルシウム（Ｃａ（ＯＨ）2）になり、ＣＯ2

と反応して炭酸カルシウム（ＣａＣＯ3）に変化する。このように、ＣａＯがＣａ（ＯＨ
）2やＣａＣＯ3に変化した場合には、保護膜２７のＣａＯが本来有する二次電子放出特性
が著しく低下してしまい、γ特性の高いＣａＯを保護膜材料として用いてもプラズマディ
スプレイパネルの放電電圧が却って上昇してしまう。
【００２９】
　そこで、本実施形態のプラズマディスプレイパネル１０では、ＣａＯ保護膜２７に５ａ
ｔｍ％のタングステン（Ｗ）を含んでいる。保護膜２７として、Ｗを所定濃度含むことで
、保護膜２７材料であるＣａＯがＨ2ＯやＣＯ2と反応してその二次電子放出特性が低下す
ることを効果的に防ぐことができる。
【００３０】
　図２は、本実施形態にかかるプラズマディスプレイパネル１０の放電セルの状態を示す
要部拡大断面図である。
【００３１】
　図２に示すように、前面基板２１の内表面に、表示電極２４、誘電体層２６、保護膜２
７が順次形成された前面板２０と、背面基板３１の内表面に、データ電極３２、誘電体層
３３、縦隔壁３４ａが形成され、誘電体層３３と縦隔壁３４ａが蛍光体層３５で覆われて
いる背面板３０との対向部分が放電セルを形成している。なお、図２は、背面板３０をデ
ータ電極３２の配設方向から見た断面図であるため、図１に示した隔壁３４の内、縦隔壁
３４ａのみが示されている。
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【００３２】
　図２に示すように、前面板２０と背面板３０とは所定の間隔を隔てて対向していて、こ
の間隙部分である放電空間に、前面板２０の保護膜２７が面している。そして、本実施形
態のプラズマディスプレイパネル１０では、保護膜２７中に５ａｔｍ％のＷが包含されて
いる。
【００３３】
　ここで、ＣａＯの保護膜にＷが含有されていることの効果について説明する。
【００３４】
　図３は、本実施形態のプラズマディスプレイパネル１０の保護膜２７と同じ、ＣａＯ膜
に所定量のＷを含有させた場合の、Ｈ2Ｏの吸着量の変化を示す図である。また、図４は
、ＣａＯ膜に所定量のＷを含有させた場合の、ＣＯ2の吸着量の変化を示す図である。
【００３５】
　図３および図４において、ＣａＯ膜におけるＨ2ＯおよびＣＯ2の吸着量は、ＣａＯ膜を
プラズマディスプレイパネルの製造工程における封着工程のパネル温度である約４５０度
で大気に曝した後、試料に含まれるＨ2Ｏ、ＣＯ2を昇温脱離ガス分析（ＴＤＳ:Thermal D
esorption Spectroscopy）法を用いて、０度から５００度までの温度で試料片の保護膜か
ら脱離したＣＯ2の総量を測定することで求めた。
【００３６】
　昇温脱離ガス分析において検出される脱離ガスのイオン強度は、吸着物の脱離速度、お
よび脱離量に対応している。このため、検出したイオン強度を時間積分することで脱離総
量として吸着されているＨ2Ｏ、および、ＣＯ2の総量を求めることができる。すなわち、
図３および図４において、検出されたイオン強度が描くグラフの面積が大きいほど、多く
のガスが吸着されていたことを示す。
【００３７】
　なお、測定は、昇温脱離ガス分析装置として、電子科学株式会社製の型式ＴＤＳ１２０
０を用い、昇温速度を１０度／分に設定した。また、排気速度を４００（Ｌ／ｓ）とし、
測定間隔時間を１２（ｓ）として測定データを得た。
【００３８】
　図３において、実線４１がＷを含まないＣａＯ膜からのＨ2Ｏの脱離量を示し、点線４
２がＷを３ａｔｍ％含んだＣａＯ膜からのＨ2Ｏの脱離量、一点鎖線４３がＷを５ａｔｍ
％含んだＣａＯ膜からのＨ2Ｏの脱離量を、それぞれ示している。図３から明らかなよう
に、Ｗを３ａｔｍ％含むＣａＯ膜では、Ｈ2Ｏの脱離量がＷを含まないＣａＯ膜からの脱
離量よりもむしろ多くなっているが、Ｗを５ａｔｍ％含んだＣａＯ膜からのＨ2Ｏの脱離
量は、Ｗを含まないＣａＯ膜からの脱離量と比較して大幅に少なくなっており、同じ温度
と環境条件に置かれていたＣａＯ膜が吸着するＨ2Ｏの吸着量が制限されたことが理解で
きる。
【００３９】
　また、図４においては、実線５１がＷを含まないＣａＯ膜からのＣＯ2の脱離量を示し
、点線５２がＷを３ａｔｍ％含んだＣａＯ膜からのＣＯ2の脱離量、一点鎖線５３がＷを
５ａｔｍ％含んだＣａＯ膜からのＣＯ2の脱離量をそれぞれ示している。図４から明らか
なように、Ｗを３ａｔｍ％含むＣａＯ膜は、ＣＯ2の脱離量がＷを含まないＣａＯ膜から
の脱離量と大きな変化はないが、Ｗを５ａｔｍ％含んだＣａＯ膜からのＣＯ2の脱離量は
、Ｗを含まないＣａＯ膜からの脱離量と比較して大幅に少なくなっている。したがって、
ＣＯ2に対しても、Ｗを５ａｔｍ％含むことで、効果的にＣＯ2の吸着量を制限できること
がわかる。
【００４０】
　次に、図５は、本実施形態にかかるプラズマディスプレイパネルと、比較例として作成
したプラズマディスプレイパネルにおける、静特性における放電電圧を測定したデータを
示している。
【００４１】
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　図５において、実施例と記載したものが、本実施の形態にかかるプラズマディスプレイ
パネル１０であり、ＣａＯを材料とした保護膜２７に５ａｔｍ％のＷを包含したものであ
る。
【００４２】
　実施例のパネルは、以下の手順で作成した。
【００４３】
　なお、以下の製造方法の説明において、パネルの構成は図１もしくは図２を参照するも
のとし、図１および図２に示した各部材に同じ符号を付して説明する。
【００４４】
　まず、前面板２０の製造工程において、ガラス製の前面基板２１上に走査電極２２と維
持電極２３とからなる表示電極２４を金属薄膜または透明導電膜の蒸着等により形成し、
その上に誘電体層２６を蒸着等して形成した後、誘電体層２６上にＣａＯとＷとを共蒸着
することによって、５ａｔｍ％のＷを含有する保護膜２７を形成した。
【００４５】
　このように形成した前面板２０と、ガラス製の背面基板３１上にデータ電極３２、誘電
体層３３、隔壁３４、蛍光体層３５を形成した背面板３０とを、前面板２０の表示電極と
背面板３０のデータ電極３２とが隔壁３４で区切られた画素部分で交差するように、かつ
、それぞれの基板同士の間に所定の間隔を隔てて対向するように重ね合わせて保持し、背
面板の周囲に形成されたフリットなどの低融点ガラスで封着した。本実施形態のプラズマ
ディスプレイパネルは、４５０度程度の温度条件でフリットを溶融後再凝固させる封着工
程を大気中で行った。
【００４６】
　その後、パネル内の排気を行い、Ｘｅ－Ｎｅガスなどの放電ガスを所定ガス圧になるよ
うに導入、排気管をチップオフし、エージングなどの仕上げ工程を経て実施例のプラズマ
ディスプレイパネル１０を完成させた。
【００４７】
　一方、保護膜２７として、Ｗを含まずにＣａＯを蒸着等することにより形成し、他の条
件は上記実施例の製造条件と同じとした比較例のプラズマディスプレイパネルを作成した
。この比較例のプラズマディスプレイパネルの放電特性の測定データを、図５に比較例と
して示した。
【００４８】
　図５中の放電特性欄において、Ｖｓｍｎは、パネル全面の放電セルが点灯している状態
から印加電圧を下げていっていずれかの放電セルが非点灯になったときの印加電圧であり
、実動作時にパネルを点灯する場合に必要な電圧値を示している。また、Ｖｓｍ１は、パ
ネル全面の放電セルが点灯している状態から印加電圧を下げていって点灯状態の最後の１
つの放電セルが非点灯となった状態、言い換えると、パネルの全ての放電セルが非点灯と
なったときの印加電圧値を示している。
【００４９】
　図５から明らかなように、実施例のパネルでは、いわゆる放電維持電圧として把握でき
るＶｓｍｎの値が１６７Ｖで、比較例の値２０３Ｖよりも大幅に低く、低電圧での動作が
可能であることがわかる。また、パネル内の各放電セルの放電特性のばらつきを示す「Ｖ
ｓｍｎ－Ｖｓｍ１」の値が７Ｖと、比較例の３７Ｖに比べて低く、パネル内の各放電セル
が、より均一な放電特性となっていることがわかる。
【００５０】
　図３および図４の検討結果を踏まえて、図５に示した放電特性の結果から、本実施形態
のプラズマディスプレイパネルでは、ＣａＯの保護膜に５ａｔｍ％のＷを含有することで
、活性が高くＨ2ＯやＣＯ2と反応しやすいＣａＯ保護膜を大気中で高温に曝す封着工程を
行ったにもかかわらず、ＷによるＣａＯがＣａ（ＯＨ）2やＣａＣＯ3への変化を抑制効果
が十分に発揮され、ＣａＯの高い二次電子放出特性を活かした低電圧駆動が可能なプラズ
マディスプレイパネルが得られたことが確認できた。
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【００５１】
　なお、本実施形態では、５ａｔｍ％のＷを含有する保護膜２７について例示して説明し
たが、保護膜２７におけるＷの含有量は５ａｔｍ％に限られるものではない。ただし、図
３に示したように、Ｗ含有量が３ａｔｍ％の場合には、ＷのＨ2ＯやＣＯ2との反応を抑制
する効果が十分に得られたとは言えないため、Ｗの含有量としては、５ａｔｍ％以上ある
ことが好ましい。一方で、保護膜２７中のＷの含有量が増えることにより、ＷのＨ2Ｏや
ＣＯ2との反応を抑制する効果がより強く発揮されると考えられるが、Ｗの含有量が３０
ａｔｍ％を越えると保護膜２７の透過率が下がりプラズマディスプレイパネルの画像表示
輝度が低下する場合がある。このため、Ｗの含有量としては、５ａｔｍ％以上、３０ａｔ
ｍ％以下であることが好ましい。
【００５２】
　なお、本実施形態のプラズマディスプレイでは、保護膜中にＷを含有することによりＨ

2ＯやＣＯ2との反応を抑制するものであるが、このＷの作用によってもともと保護膜が有
していたプラズマディスプレイパネルのパネル内のガス不純物を吸着する効果も同時に抑
制されることとなる。すなわち、プラズマディスプレイパネルでは、所定温度下でパネル
内部を排気するものの、パネル内部の各種部材に含有している水分や酸素や二酸化炭素な
どの気体成分を完全に排出することができず、パネル内に残ったこれらのガス不純物がパ
ネルの完成後に徐々に放電空間に放出されてくることを完全に避けることはできない。通
常は、保護膜もこれらの不純物ガスを吸着する機能を果たしているが、本実施形態のプラ
ズマディスプレイパネルでは、Ｗを含有しているため保護膜によるこの不純物ガスの吸着
作用が弱い。
【００５３】
　図６に、本実施形態にかかるプラズマディスプレイパネルの応用例の放電空間の構成を
示す。なお、図６は、放電空間を表示電極の配設方向側から見た要部拡大断面図であり、
本実施形態のプラズマディスプレイパネル１０の断面構成を示した図２とは９０度異なる
方向からパネルを見ていることになる。
【００５４】
　上記理由から、本実施形態の応用例のプラズマディスプレイパネル１０’では、放電空
間内に不純物ガスを吸着するゲッター３６が配置されている。
【００５５】
　図６に示すように、本実施形態の応用例のプラズマディスプレイパネル１０’は、放電
空間内で放電の妨げとならないように、表示電極２４上、また、表示電極２４とデータ電
極３２間の放電ギャップに重ならない位置である、表示電極２４と横隔壁３４ｂとの間隙
部分に配置することが好ましい。
【００５６】
　本実施形態の応用例のプラズマディスプレイパネル１０’に用いられるゲッター３６と
しては、ゼオライトや、ジルコニウム（Ｚｒ）バナジウム（Ｖ）鉄（Ｆｅ）などの遷移金
属またはその合金など、所定のガス吸着性を有するプラズマディスプレイパネルのゲッタ
ー材として通常用いられているものをそのまま利用でき、その形状にも制限はない。
【００５７】
　このように、パネル内部にゲッター３６を配置することで、より安定して低電力駆動が
可能となるプラズマディスプレイパネルを実現することができる。
【００５８】
　以上、本実施形態のプラズマディスプレイパネルについて、保護膜材料として電子放出
特性の高いＣａＯを用いたものを例示して説明してきた。しかし、本発明にかかるプラズ
マディスプレイパネルに用いることができる保護膜材料は、ＣａＯに限られるものではな
い。
【００５９】
　ＣａＯと同様に、従来用いられてきたＭｇＯと比較して二次電子放出特性が高くいわゆ
る高γ特性の保護膜部材として、酸化ストロンチウム（ＳｒＯ）、酸化バリウム（ＢａＯ
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）などの希土類の酸化物である、Ｌａ2Ｏ3、ＣｅＯ2、Ｎｄ2Ｏ3などの二次電子放出特性
の高い材料を保護膜材料として用いることができる。さらに、上記したＣａＯ、ＳｒＯ、
ＢａＯ、Ｌａ2Ｏ3、ＣｅＯ2、Ｎｄ2Ｏ3の２以上の物質を含む混合物を用いることができ
る。
【００６０】
　そして、いずれの材料を用いた保護膜においても、保護膜中にＷを５ａｔｍ％以上３０
ａｔｍ％以下含有させることで、大気中で封着工程を行っても低電圧での画像表示化が可
能なプラズマディスプレイパネルを得ることができる。特に、活性の高い二次電子放出特
性に優れた保護膜を用いているにもかかわらず、保護膜形成後の工程を大気中で行うこと
ができるので、消費電力の少ない低電圧動作が可能なプラズマディスプレイパネルを、低
コストで得ることができる。
【００６１】
　なお、保護膜中のＷは、保護膜材料がＨ2ＯやＣＯ2と反応することを抑制するものであ
るから、保護膜材料中になるべく均一に分散して存在していることが好ましい。このため
、保護膜形成工程において、Ｗのターゲットを複数個分散配置した状態で蒸着するなど、
Ｗが均一に分散された保護膜が形成できるように、保護膜形成工程の条件を設定すること
が好ましい。
【産業上の利用可能性】
【００６２】
　以上説明したように、本発明のプラズマディスプレイパネルは、消費電力を抑制した低
電圧で駆動するプラズマディスプレイ装置を提供する上で有用である。
【符号の説明】
【００６３】
　　１０　　　プラズマディスプレイパネル
　　２０　　　前面板
　　２１　　　前面基板（一方の基板）
　　２４　　　表示電極（電極）
　　２６　　　誘電体層
　　２７　　　保護膜
　　３０　　　背面板
　　３１　　　背面基板
　　３２　　　データ電極（電極）
　　３６　　　ゲッター
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